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想定する事故
[7.3.1-1]

特 徴
[7.3.1-1]

結 論
[7.3.1-16～17]

使用済燃料ピットの冷却機能
又は注水機能が喪失すること
により，使用済燃料ピット内の
水の温度が上昇し，蒸発によ
り水位が低下する事故

使用済燃料ピットの冷却機能及び注水機能が
喪失することを想定する。このため，使用済燃
料ピット水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して
蒸発することによって使用済燃料ピット水位が
緩慢に低下することから，緩和措置がとられな
い場合には，使用済燃料ピット水位の低下に
より燃料が露出し，燃料損傷に至る。

可搬型大型送水ポンプ車による使用済燃料ピット
への注水により，使用済燃料ピット水位を回復し維
持することができることから，放射線の遮蔽が維持
され，かつ，燃料損傷することはない。

その結果，燃料有効長頂部が冠水，放射線の遮蔽
が維持される水位の確保及び未臨界を維持できる
ことから，評価項目を満足している。

想定事故１の概要 1

「想定事故１」の重大事故等対策の概略系統図 [7.3.1-21]



想定する事故
[7.3.2-1]

特 徴
[7.3.2-1]

結 論
[7.3.2-15～16]

サイフォン現象等により使用
済燃料ピット内の水の小規模
な喪失が発生し，使用済燃料
ピットの水位が低下する事故

使用済燃料ピットの冷却系の配管破断による
サイフォン現象等により使用済燃料ピット内の
水の小規模な漏えいが発生するとともに，使
用済燃料ピット注水機能が喪失することを想
定する。このため，緩和措置がとられない場合
には，燃料は露出し，燃料損傷に至る。

可搬型大型送水ポンプ車による使用済燃料ピット
への注水により，使用済燃料ピット水位を回復し維
持することができることから，放射線の遮蔽が維持
され，かつ，燃料損傷することはない。

その結果，燃料有効長頂部が冠水，放射線の遮蔽
が維持される水位の確保及び未臨界を維持できる
ことから，評価項目を満足している。

想定事故２の概要 2

「想定事故２」の重大事故等対策の概略系統図 [7.3.1-20]



項  目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

使用済燃料ピット崩壊熱 11.508MW 

核分裂生成物が多く使用済燃料ピット崩壊熱が高めとなるように，原子炉の運
転停止後に取り出された全炉心分の燃料と過去に取り出された燃料（１，２号
炉分含む。）を合わせて，使用済燃料ピット貯蔵容量満杯に保管した状態を設
定。なお，ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用も考慮したものとして
いる。使用済燃料ピット崩壊熱の計算に当たっては，核分裂生成物については
日本原子力学会推奨値，アクチニドについては ORIGEN2 を用いて算出。 

事象発生前使用済燃料ピット 
水温（初期水温） 

40℃ 使用済燃料ピット水温の実測値に基づき，標準的な温度として設定。 

事象発生前使用済燃料ピット 
水位（初期水位） 

NWL 
（燃料頂部より 7.62m） 

使用済燃料ピット水位の実運用に基づき，標準的な水位として設定。 

使用済燃料ピットに 
隣接するピットの状態 

Ａピット，Ｂピット， 
燃料検査ピット及び 

燃料取替キャナル接続 

燃料取出直後の状態に基づき設定するが，水温 100℃まで上昇する時間の評価
は，Ｂピットのみを考慮し設定。また，水量は使用済燃料，ラック等の体積を
除いて算出。 

事
故
条
件 

安全機能の喪失 
に対する仮定 

使用済燃料ピット冷却機能 
及び注水機能喪失 

使用済燃料ピット冷却機能及び注水機能として使用済燃料ピット冷却系及び
使用済燃料ピット補給水系の機能を喪失するものとして設定。 

外部電源 外部電源なし 
外部電源の有無は事象進展に影響しないことから，資源の観点で厳しい外部電
源なしを設定。 

「想定事故１」の主要評価条件（１／２）[7.3.1-19]

１．主要評価条件（１／４） 3



項  目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
機
器
条
件 

放射線の遮蔽が 
維持される最低水位 

NWL-3.3m 
使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の遮蔽設計基準値(0.15mSv/h)とな

る水位である燃料頂部から約4.25m（NWL-3.37m）より、安全側に設定。 

可搬型大型送水ポンプ車の 
使用済燃料ピットへの 

注水流量 
47m3/h 

崩壊熱による蒸発水量に対して燃料損傷防止が可能な流量を上回る注水流量

として設定。 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
操
作
条
件 

可搬型大型送水ポンプ車による 
使用済燃料ピットへの 

注水操作 
事象発生の6.6時間 

可搬型大型送水ポンプ車による使用済燃料ピットへの注水準備操作は，災害対

策要員の移動，注水準備に必要な時間等を考慮して，事象発生 5.7 時間までに

完了するが，使用済燃料ピットへの注水操作は使用済燃料ピットの水温が

100℃に到達することにより使用済燃料ピット水位が低下し始める事象発生約

6.6 時間後を設定。 

「想定事故１」の主要評価条件（２／２）[7.3.1-20]

１．主要評価条件（２／４） 4



項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件 

使用済燃料ピット崩壊熱 11.508MW 

核分裂生成物が多く使用済燃料ピット崩壊熱が高めとなるように，原子炉の運
転停止後に取り出された全炉心分の燃料と過去に取り出された燃料（１，２号
炉分含む。）を合わせて，使用済燃料ピット貯蔵容量満杯に保管した状態を設
定。なお，ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用も考慮したものとして
いる。使用済燃料ピット崩壊熱の計算に当たっては，核分裂生成物については
日本原子力学会推奨値，アクチニドについては ORIGEN2 を用いて算出。 

事象発生前使用済燃料ピット 
水温（初期水温） 40℃ 使用済燃料ピット水温の実測値に基づき，標準的な温度として設定。 

使用済燃料ピットに 
隣接するピットの状態 

Ａピット，Ｂピット， 
燃料検査ピット及び 

燃料取替キャナル接続 

燃料取出直後の状態に基づき設定するが，水温が 100℃まで上昇する時間の評価は，
Ｂピットのみを考慮し設定。また，水量は使用済燃料，ラック等の体積を除いて算
出。 

事
故
条
件 

冷却系配管の破断によって 
想定される初期水位 

NWL-1.35m 
（燃料頂部より 6.27m） 

冷却系配管破断時に使用済燃料ピットの水位が最も低くなる可能性のある使用
済燃料ピット出口配管の破断による流出を想定。評価においては，使用済燃料
ピット入口配管に設置されているサイフォンブレーカの効果を考慮。 

安全機能の喪失 
に対する仮定 

使用済燃料ピット冷却機能 
及び注水機能喪失 

使用済燃料ピット冷却機能及び注水機能として使用済燃料ピット冷却系及び使
用済燃料ピット補給水系の機能を喪失するものとして設定。 

外部電源 外部電源なし 外部電源の有無は事象進展に影響しないことから，資源の観点で厳しい外部電
源なしを設定。 

「想定事故２」の主要評価条件（１／２）[7.3.2-18]

１．主要評価条件（３／４） 5



項目 主要評価条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
機
器
条
件 

放射線の遮蔽が 
維持される最低水位 

冷却系配管の破断によって 
想定される初期水位-2.0m 

使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の遮蔽設計基準値 (0.15mSv/h)
となる水位である燃料頂部から4.25m（NWL-3.37m）と、冷却系配管の破断によ
って想定される初期水位である燃料頂部から 6.27m（NWL-1.35m）の差
2.02mより、安全側に設定。 

可搬型大型送水ポンプ車の 
使用済燃料ピットへの 

注水流量 
47m3/h 

崩壊熱による蒸発水量に対して燃料損傷防止が可能な流量を上回る注水流
量として設定。 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
操
作
条
件 

可搬型大型送水ポンプ車 
による使用済燃料ピット 

への注水操作 
事象発生の5.8時間後 

可搬型大型送水ポンプ車による使用済燃料ピットへの注水準備操作は，災
害対策要員の移動，注水準備に必要な時間等を考慮して，事象発生 5.7 時
間までに完了するが，使用済燃料ピットへの注水操作は使用済燃料ピット
の水温が 100℃に到達することにより使用済燃料ピット水位が低下し始める
事象発生約 5.8 時間後を設定。 

「想定事故２」の主要評価条件（２／２）[7.3.2-19]

１．主要評価条件（４／４） 6



（使用済燃料ピット保有水高さと遮蔽機能について）

燃料頂部より約4.25m水位を有していれば，使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料
取替時の燃料取扱建屋内の遮蔽設計基準値（0.15mSv/h）以下となるため，許容水位低下
量は約3.37mとなるが，安全側に3.3mとして評価を行う。

図 使用済燃料ピット水位概略図

NWL

燃料集合体

約4.25m

水位3.37m※低下

「想定事故１」の評価結果 [7.3.1-25]

２．評価結果（１／４） 7



（評価結果：SFP水の許容水位到達時間）[7.3.1-25]

（評価結果まとめ）
以上より，約1.6日が事象発生から水位が3.3m低下するのに要する時間である。
事故を検知し，可搬型大型送水ポンプ車による注水を開始できる時間は，事象発生の5.7時間後である

ことから，水位が3.3m低下する事象発生の約1.6日後に対して十分な時間余裕がある。使用済燃料ピット
崩壊熱に蒸発水量を上回る容量の可搬型大型送水ポンプ車を整備していることから，使用済燃料ピット
水位を回復させ維持することができる。
使用済燃料ピットは純水で満たされた状態においても未臨界性を確保できる設計としており，水位が

維持されている場合において沸騰状態となった場合でも，使用済燃料ピット保有水の密度低下により反
応度は負側となるため，使用済燃料ピットの未臨界は維持される。

 評価結果 

① 3.3m※分の評価水量（m3） 

 Ａピット 約210m3 

Ｂピット 約310m3 

Ａ，Ｂピット間 約5m3 

燃料取替キャナル 約45m3 

燃料検査ピット 約60m3 

合計 約630m3 

② 崩壊熱による保有水蒸発水量 約19.16m3/h 

③ 3.3m水位低下時間（①／②） 約32.8時間 

④ 水温100℃までの時間 約6.6時間 

合計（③＋④） 約1.6日 

  ※使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の遮蔽設計基準値（0.15mSv/h）以下と

なるための許容水位低下量は約3.37mであり，評価に使用する水位低下量を保守的に3.3m
とした。 

２．評価結果（２／４） 8



（使用済燃料ピット保有水高さと遮蔽機能について）

使用済燃料ピット入口配管にはサイフォンブレーカを設置しているため，使用済燃料ピット水位が
サイフォンブレーカ下端まで低下すれば入口配管に生じるサイフォン効果は解除される。
そのため，使用済燃料ピット冷却配管に破断が生じた場合，使用済燃料ピット出口配管高さに水位

が到達すれば冷却材の流出は停止する。漏えい停止後の水位と使用済燃料ピット中央水面の線量率が
燃料取替時の遮蔽基準値（0.15mSv/h）に相当する水位との差は2.02mとなるため，2.0mとして評価を
行う。

図 使用済燃料ピット水位概略図

「想定事故２」の評価結果 [7.3.2-24]

使用済燃料ピット出口配管

口径：12インチ

使用済燃料ピット入口配管

口径：６インチ（Ａ系）、４インチ（Ｂ系）

本数：４（Ａ系）、６（Ｂ系）

口径：１／２インチ

燃料集合体

約4.25m

水位2.0m低下約3.13m

約2.44m

２．評価結果（３／４） 9



（評価結果まとめ）
以上より，約1.0日が事象発生から水位が2.0m低下するのに要する時間である。
事故を検知し，可搬型大型送水ポンプ車による注水を開始できる時間は，事象発生の5.7時間後で

あることから，水位が2.0m低下する事象発生の約1.0日後に対して十分な時間余裕がある。使用済燃
料ピット崩壊熱に蒸発水量を上回る容量の可搬型大型送水ポンプ車を整備していることから，使用済
燃料ピット水位を回復させ維持することができる。
使用済燃料ピットは純水冠水状態においても未臨界性を確保できる設計であり，水位が維持されて

いる場合において沸騰状態となった場合でも，使用済燃料ピット保有水の密度低下により反応度は負
側となるため，使用済燃料ピットの未臨界は維持される。

（評価結果： SFP水の許容水位到達時間）[7.3.2-24]

 評価結果 

① 2.0m分の評価水量（m3） 

 Ａピット 約120m3 

Ｂピット 約180m3 

Ａ，Ｂピット間 約3m3 

燃料取替キャナル 約23m3 

燃料検査ピット 約36m3 

合計 約362m3 

② 崩壊熱による保有水蒸発水量 約19.16m3/h 

③ 2.0m水位低下時間（①／②） 約18.8時間 

④ 水温100℃までの時間 約5.8時間 

合計（③＋④） 約1.0日 

 

２．評価結果（４／４） 10



作業性向上の観点

有効性評価ベースでの検討

 作業手順の見直し（要員数の変更など）

評価条件の妥当性

 評価条件の見直し（実運用との整合を考慮）

 作業性向上の観点から，可能な限り蒸気環境下での作業を避けるため，SFP
沸騰前（蒸気発生前）にSFP注水準備が完了可能な運用を検討した

有効性評価に見直し後の手順およびBピットの沸騰開始時間の評価を反映

これまでの評価

 燃料取扱棟内に設置されているSA設備は高温及び高湿度の環境での使用にも
耐えられる設計であるものの，従前の手順では注水開始がAピット沸騰後となっ
ていた

 実運用では，原子炉に近いBピットに取り出し直後の崩壊熱の高い燃料
が貯蔵されるため，実運用に即した評価条件を採用した

３．作業手順及び評価条件の見直しについて（１／３） 11



沸騰開始時間 見直し前 沸騰開始時間 見直し後

 見直し前は，100℃到達までの時間が短いAピットの沸騰開始時間を採用し評価を実施
 見直し後は，実運用に即した評価条件として，原子炉に近いBピットに取り出し直後の崩壊熱の高い燃
料が貯蔵された状態での評価を実施

事象
沸騰開始時間 NWL-3.3m到達時間

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後

想定事故１ 約4.9時間 約6.6時間 約1.5日 約1.6日

想定事故２ 約4.2時間 約5.8時間 約0.9日 約1.0日

燃料取替キャナル

キャスクピットＡ使用済燃料ピット

燃料検査ピット

Ｂ使用済燃料ピット

：ゲート

燃料集合体燃料集合体

ＮＷＬ： T.P.32.66m

ＳＦＰ底部： T.P.20.7m

連絡通路底部： T.P.25.3m

燃料検査ピット・キャスクピット底部： T.P.19.9m
燃料取替キャナル最底部：

T.P.20.48m

使用済燃料ピット概略図（平面図）

使用済燃料ピット概略図（断面図）

燃料移送経路

燃料取替キャナル

キャスクピットＡ使用済燃料ピット

燃料検査ピット

Ｂ使用済燃料ピット

：ゲート

燃料集合体燃料集合体

ＮＷＬ： T.P.32.66m

ＳＦＰ底部： T.P.20.7m

連絡通路底部： T.P.25.3m

燃料検査ピット・キャスクピット底部： T.P.19.9m
燃料取替キャナル最底部：

T.P.20.48m

使用済燃料ピット概略図（平面図）

使用済燃料ピット概略図（断面図）

燃料移送経路
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 作業手順見直し後は，SFP沸騰開始前に注水可能であることを確認している。

想定事故１

 注水機能喪失判断を待たず，事象判断後に災害対策要員を招集する
 作業手順の見直し，災害対策要員の増員によりホース敷設作業等の作業時間短縮を図る

作業手順見直し前 作業手順見直し後

Bピット沸騰開始時間
事象発生から約6.6時間

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

災害対策要員D

災害対策要員E

災害対策要員F

災害対策要員G

事象発生から5.7時間後に可搬型大型
送水ポンプによる注水が可能

Aピット沸騰開始時間
事象発生から約4.9時間後

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

可搬型計
器等

事象発生から11.3時間後に
可搬型大型送水ポンプ車によ

る注水が可能

[時間] [時間]

注水機能喪失判断

注水機能喪失判断

可搬型
計器等

ホース敷設等

ホース敷設等

要員増員によるホース敷設作業等の短縮
注水機能喪失判断後，災害対策要員を招集

事象判断後，災害対策要員を招集

アクセス
ルート復旧

災害対策要員D
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想定事故２
作業手順見直し前 作業手順見直し後

Bピット沸騰開始時間
事象発生から約5.8時間

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

災害対策要員D

災害対策要員E

災害対策要員F

災害対策要員G

事象発生から5.7時間後に可搬型大型
送水ポンプによる注水が可能

Aピット沸騰開始時間
事象発生から約4.2時間後

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

可搬型計
器等

事象発生から11.3時間後に
可搬型大型送水ポンプ車によ

る注水が可能

[時間] [時間]

注水機能喪失判断

注水機能喪失判断

可搬型
計器等

ホース敷設等

ホース敷設等

要員増員によるホース敷設作業等の短縮
注水機能喪失判断後，災害対策要員を招集

事象判断後，災害対策要員を招集

アクセス
ルート復旧

災害対策要員D


